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令和２年度大崎市下水道事業会計予算 

（総則） 

第１条 令和２年度大崎市下水道事業会計の予算は，次に定めるところに

よる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は，次のとおりとする。 

(１) 排水戸数  ２６，６７８戸 

(２) 年間総処理水量 ７，２６９，１６５㎥ 

(３) 一日平均処理水量  １９，９１６㎥ 

(４) 主要な建設改良事業

下水道整備事業 １，５００，４５４千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。 

収    入 

第１款 下水道事業収益 ４，６２８，０２７千円 

第１項 営業収益 １，７５５，１０８千円 

第２項 営業外収益 ２，８５６，７７４千円 

第３項 特別利益 １６，１４５千円 

支 出 

第１款 下水道事業費用 ４，８０４，１０７千円 

第１項 営業費用 ３，９９１，７１９千円 

第２項 営業外費用 ５２４，６８３千円 

第３項 特別損失 ２６７，７０５千円 

第４項 予備費 ２０，０００千円 



 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。（資本的

収入額が資本的支出額に対し不足する額１，３２３，９３３千円は，当

年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額，引継金，当年度分損益

勘定留保資金で補てんするものとする。） 

収    入 

第１款 下水道事業資本的収入 ３，１８１，０６７千円 

第１項 企業債 ２，０９３，６００千円 

第２項 他会計出資金 ３００，０００千円 

第３項 他会計補助金 ２１０，０９０千円 

第４項 国県補助金 ５１４，４６８千円 

第５項 負担金及び分担金 ６２，９０９千円 

支 出 

第１款 下水道事業資本的支出 ４，５０５，０００千円 

第１項 建設改良費 １，５００，４５４千円 

第２項 企業債償還金 ２，９９４，５４６千円 

第３項 予備費 １０，０００千円 

（特例的収入及び支出） 

第４条の２ 地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第４条

第４項の規定により，当年度に属する債権及び債務として整理する未収

金及び未払金の額は，それぞれ，１４２，３６４千円及び８４５，６５

５千円である。 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次の

とおりと定める。 



事  項 期 間 限 度 額（千円） 

水洗便所改造資金

融資利子補給 
自令和３年度 至令和７年度 

水洗便所改造資金

借入額の利子に相

当する額 

水洗便所改造資金

融資に伴う損失補

償 

自令和２年度  至令和７年度 

水洗便所改造資金

未償還元金の 10％

に相当する額 

公共下水道事業スト

ックマネジメント計

画策定業務委託 

自令和３年度 至令和４年度 １００，０００ 

（企業債） 

第６条 起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次の

とおりと定める。 

起債の 

目的 

限度額 

(千円) 

起債の 

方法 
利率 償還の方法 

公共下水道 

整備事業 
567,400 

証書借入 

又は 

証券発行 

5.0％以内 

（ただし，利率

見直し方式で借

入れる政府資金

及び地方公共団

体金融機構資金

について，利率

の見直しを行っ

た 後 に お い て

は，当該見直し

後の利率） 

起債年度から据

置期間を含め 40

年以内に元利均

等償還又は元金

均等償還により

償還する。ただ

し，融通条件又

は財政の都合に

より償還年限を

短縮し，若しく

は借り換えるこ

とができる。 

農業集落排水

整備事業 
57,800 同上 同上 同上 

浄化槽整備 

事業 
189,400 同上 同上 同上 

流域下水道 

整備事業 
10,900 同上 同上 同上 



資本費平準化

債（公共下水

道事業） 

345,000 同上 同上 同上 

資本費平準化

債（特定環境

保全公共下水

道事業） 

119,000 同上 同上 同上 

資本費平準化

債（農業集落

排水事業） 

231,000 同上 同上 同上 

特別措置分

（公共下水道

事業） 

133,200 同上 同上 同上 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は，２，０００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次

のとおりと定める。 

(１) 営業費用

(２) 営業外費用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費

の金額に流用し，又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合

は，議会の議決を経なければならない。 

(１) 職員給与費 ４３９，８８０千円

 （他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業経営のため大崎市一般会計からこの会計へ補助を受

ける金額は，１，８９８，３８９千円である。 
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収　 　入

その他営業収益

下水道使用料

督促手数料４.

雨水処理に係る一般会計負担金２.

1,436,967

1,755,108

１.下水道事業収益

款

雨水処理負担金

４.

項

令和２年度大崎市下水道事業会計予算実施計画書

下水道使用料，農業集落排水使用料，
浄化槽使用料

１.

 収益的収入及び支出

２. 営業外収益

３. 特別利益

１.

２.

３.

2,856,774

その他特別利益 16,145

1,183,378長期前受金戻入

雑収益

16,145

一般会計補助金

61

１.

他会計補助金

備　 　考目 予定額（千円）

1,171補助金 農業集落排水整備推進交付金

314,511

630

4,628,027

公営企業会計適用債の元利償還金に係る
一般会計補助金

繰延収益の減価償却見合い額の収益化

1,672,164

下水道占用料

受託工事収益

１. 営業収益

３. 3,000 下水道管渠移設補償収入
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支　 　出

支払利息及び
企業債取扱諸費

款

１.下水道事業費用

雑支出

２. 営業外費用

目

業務費

受託工事費

11.

４.

９.

267,705

２.

資産減耗費

流域下水道事業
維持管理費負担金

10.

５.

その他営業費用

１.

浄化槽の維持管理に要する経費

固定資産の減価償却費

６.

４. 予備費

３. 特別損失

消費税及び地方消費税 納付消費税

当該年度の業務に属さない経費（前年度分消
費税及び地方消費税，退職給付引当金等）

過年度損益修正損 過年度下水道使用料還付金等

その他特別損失

固定資産の除却損及び撤去費

524,683

490,206

３.

1

240

34,476

１.

処理場費

管渠費

浄化槽費

5,000

206,480

ポンプ場費

項

３.

予定額（千円） 備　 　考

企業債及び一時借入金利息

下水道管渠移設工事

4,804,107

１. 予備費

２.

3,991,719

２.

2,530,315

１.

７.

77,866

20,000

20,000

１. 営業費用

98,416

2,221

1

減価償却費

鳴瀬川流域下水道の維持管理に要する負担金

537,272

267,465

133,087

排水設備の受付及び下水道使用料等の賦
課，徴収に要する経費

330,008

下水道管渠の維持管理に要する経費

８. 総係費 71,053 事業全般に関連する費用

ポンプ場の維持管理に要する経費

処理場の維持管理に要する経費
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収　 　入

１. 下水道事業
資本的収入

支　 　出

１. 下水道事業
資本的支出

資本的収入及び支出

款 項 予定額（千円） 備　 　考目

3,181,067

１. 企業債
2,093,600

建設改良等の財源に
充てるための企業債

2,093,600
建設改良等の財源に充てるための
企業債

１.

２. 他会計出資金
300,000

他会計出資金 300,000 一般会計出資金

３. 他会計補助金
210,090

１.

他会計補助金 210,090 一般会計補助金

４. 国県補助金
514,468

国庫補助金 464,468
建設改良等の財源に充てるための
補助金

１.

１.

県補助金 50,000
建設改良等の財源に充てるための
補助金

５. 負担金及び分担金
62,909

受益者負担金及び分担金 55,209 受益者負担金及び受益者分担金１.

２.

工事負担金 7,700 下水道管渠移設工事補償金

款 項 目 予定額（千円） 備　 　考

２.

4,505,000

１. 建設改良費
1,500,454

管渠建設改良費 976,435 汚水及び雨水管渠整備事業１.

ポンプ場建設改良費 200,000 汚水及び雨水ポンプ場整備事業

処理場建設改良費 52,200 汚水処理場整備事業

浄化槽建設改良費 254,157 市町村型浄化槽整備事業

流域下水道建設負担金 10,925
鳴瀬川流域下水道の建設改良に
要する負担金

固定資産購入費 6,737 土地及び備品の購入

２. 企業債償還金
2,994,546

建設改良等の財源に
充てるための企業債

2,976,426
建設改良等の財源に充てられた企
業債償還金

１.

その他企業債 18,120
建設改良等以外の財源に充てられ
た企業債償還金

３. 予備費
10,000

予備費 10,000１.

２.

３.

４.

５.

６.

２.

- 3 -



（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益(△は純損失） △ 148,371

減価償却費 2,530,304

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,465

退職給付引当金の増減額（△は減少） 244,968

賞与引当金の増減額（△は減少） 8,107

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 1,250

長期前受金戻入額 △ 1,183,380

支払利息及び企業債取扱諸費 490,206

未収金の増減額（△は増加） 22,617

未払金の増減額（△は減少） △ 408,258

その他固定負債の増減額（△は増加） 610

その他流動負債の増減額（△は減少） 34,476

小計 1,594,994

利息の支払額 △ 490,206

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,104,788

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,375,983

国県補助金による収入 435,927

負担金及び分担金による収入 46,091

他会計負担金による収入 920

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 893,045

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の発行による収入 2,093,600

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 2,976,426

その他の企業債の償還による支出 △ 18,120

他会計からの出資による収入 300,000

他会計補助金による収入 174,472

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 426,474

　資金増加額（又は減少額） △ 214,731

　資金期首残高 803,730

　資金期末残高 588,999

令和２年度大崎市下水道事業会計
予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）
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１.総 括

区
分

本
年
度

２.給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

（２）初任給 （単位： 円）

注 （　）内は会計年度任用職員数を外書したものである。

給　与　費　明　細　書

区 分

職員数(人)
合 計

（ 千 円 ）
特別職

法　定
福利費

（千円）

給 与 費(千円）

報 酬 給 料 手 当 計一般職

21
本　年　度 15 (2) 3,847 85,383

通 勤
手 当

住 居
手 当

管理職員
特別勤務
手 当

317,940 407,170 32,710 439,880

管 理 職
手 当

退職手当
組合負担

金
児童手当

賞与引当金
繰入額及び
退職給付費

　　（単位：千円）

扶 養
手 当

期 末
手 当

勤 勉
手 当

寒 冷 地
手 当

時 間 外
勤務手当

手
当
の
内
訳

備考

651 2,070 0 11,882 1,320 253,0753,342 23,270 14,866 1,377 3,823 2,264

区分
事務・技術職
（行政職）

令和2年4月1日現在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

150,600

182,200

区分

高校卒

大学卒

事　務　・　技　術　職
（　行　政　職　）

一　般　会　計　の　制　度

行　政　職

150,600

182,200

333,962

365,781

43.9
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（３）級別職員数

（級別の基準となる職務）

（４）昇給

（５）期末手当・勤勉手当

事務・技術職
（行政職）

21

18

0

18

0

0

85.7

備考

21

18

0

18

0

0

85.7

区　　分

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（％）

合計

本
年
度

職　員　数（Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）

6号給

2号給

4号給

8号給

比 率

級 職員数（人） 構成比（％）

事務・技術職（行政職）
備考

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

8級

計

2

1

6

行　政　職 主事・技師 主事・技師 係長・主査

（Ｂ）/（Ａ）　

号級数別内訳

有

6月（月分） 12月(月分）
(月分）

本 年 度 2.250 2.250 4.50

区 分

支　給　期　別　支　給　率
支 給 率 計

職制上の段階
職務の級等に
よる加算措置

備 考

一般会計 の
制 度

2.250 2.250 4.50 有

区分

令和2年4月1日現在

7

4

1

0

0

21

9

5

29

33

19

5

0

0

100

8級

部長及び
同程度の
職　　務

7級

参事及び
同程度の
職　　務

1級 2級 3級区分 4級

課長補佐
技術補佐
主　　幹

5級

困難な業務を処理
する課長補佐，技
術補佐及び同程度

の職務

6級

課長及び
同程度の
職　　務
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（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７）その他の手当

退職特例措置

（1年当2%）

支 給 率 等

一般会計の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709

退職特例措置

（1年当2%）

（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

24.586875 33.27075 47.709 47.709

備 考

定年前早期

定年前早期

管理職員特別勤務手当 同  じ

区 分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 そ の 他 の

管 理 職 手 当 同  じ

住 居 手 当 同  じ

寒 冷 地 手 当 同  じ

通 勤 手 当 同  じ

区 分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同  じ

- 7 -



事　　　　項 限 度 額

期　　間 金　額 期　　間 金　額

平成２８年度から

令和元年度まで

平成２８年度から

令和元年度まで

平成２７年度から

令和元年度まで

平成２７年度から

令和元年度まで

平成２９年度から 令和２年度から

令和元年度まで 令和３年度まで

平成２９年度から 令和２年度から

令和元年度まで 令和３年度まで

平成２８年度から 令和２年度から

令和元年度まで 令和３年度まで

平成２８年度から 令和２年度から

令和元年度まで 令和３年度まで

平成３０年度から 令和２年度から

令和元年度まで 令和４年度まで

平成３０年度から 令和２年度から

令和元年度まで 令和４年度まで

平成２９年度から 令和２年度から

令和元年度まで 令和４年度まで

平成２９年度から 令和２年度から

令和元年度まで 令和４年度まで

令和２年度から

令和５年度まで

令和２年度から

令和５年度まで

平成３０年度から 令和２年度から

令和元年度まで 令和５年度まで

平成３０年度から 令和２年度から

令和元年度まで 令和５年度まで

令和２年度から

令和６年度まで

令和２年度から

令和６年度まで

収益的収入
水洗便所改造資金融資に伴
う損失補償（浄化槽）
（平成３０年度）

水洗便所改造資
金未償還元金の
10％に相当する
額

収益的収入
水洗便所改造資金融資に伴
う損失補償（公共下水道）
（平成３０年度）

水洗便所改造資
金未償還元金の
10％に相当する
額

収益的収入 17
水洗便所改造資金融資利子
補給（浄化槽）
（平成３０年度）

水洗便所改造資
金借入額の利子
に相当する額

令和元年度 10 17

水洗便所改造資金融資利子
補給（公共下水道）
（令和元年度）

水洗便所改造資
金借入額の利子
に相当する額

20 53

収益的収入
水洗便所改造資金融資利子
補給（農業集落排水）
（令和元年度）

水洗便所改造資
金借入額の利子
に相当する額

収益的収入
水洗便所改造資金融資に伴
う損失補償（浄化槽）
（平成２８年度）

水洗便所改造資
金未償還元金の
10％に相当する
額

収益的収入
水洗便所改造資金融資に伴
う損失補償（公共下水道）
（平成２８年度）

水洗便所改造資
金未償還元金の
10％に相当する
額

収益的収入 8
水洗便所改造資金融資利子
補給（浄化槽）
（平成２９年度）

水洗便所改造資
金借入額の利子
に相当する額

17 8

収益的収入 42
水洗便所改造資金融資利子
補給（公共下水道）
（平成２９年度）

水洗便所改造資
金借入額の利子
に相当する額

153 42

収益的収入
水洗便所改造資金融資に伴
う損失補償（浄化槽）
（平成２９年度）

水洗便所改造資
金未償還元金の
10％に相当する
額

収益的収入
水洗便所改造資金融資に伴
う損失補償（公共下水道）
（平成２９年度）

水洗便所改造資
金未償還元金の
10％に相当する
額

収益的収入 53

収益的収入

収益的収入
水洗便所改造資金融資利子
補給（浄化槽）
（平成２８年度）

水洗便所改造資
金借入額の利子
に相当する額

21 4

水洗便所改造資金融資利子
補給（公共下水道）
（平成３０年度）

水洗便所改造資
金借入額の利子
に相当する額

令和元年度 24 33

収益的収入 8

4

33

水洗便所改造資金融資に伴
う損失補償（公共下水道）
（平成２７年度）

水洗便所改造資
金未償還元金の
10％に相当する
額

収益的収入令和２年度

水洗便所改造資金融資利子
補給（公共下水道）
（平成２８年度）

水洗便所改造資
金借入額の利子
に相当する額

67 8

水洗便所改造資金融資利子
補給（浄化槽）
（平成２７年度）

水洗便所改造資
金借入額の利子
に相当する額

86 2 収益的収入 2

水洗便所改造資金融資に伴
う損失補償（浄化槽）
（平成２７年度）

水洗便所改造資
金未償還元金の
10％に相当する
額

令和２年度 収益的収入

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書
（単位:千円）

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支 払

左の財源内訳義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 義 務 発 生 予 定 額

1

令和２年度

水洗便所改造資金融資利子
補給（公共下水道）
（平成２７年度）

水洗便所改造資
金借入額の利子
に相当する額

109 1 収益的収入令和２年度
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令和２年度から

令和６年度まで

令和２年度から

令和６年度まで

令和２年度から

令和６年度まで

令和２年度から

令和６年度まで

令和３年度から

令和７年度まで

令和２年度から

令和７年度まで

令和３年度から

令和４年度まで

収益的収入
水洗便所改造資金融資に伴
う損失補償（令和２年度）

水洗便所改造資
金未償還元金の
10％に相当する
額

収益的収入
水洗便所改造資金融資に伴
う損失補償（農業集落排水）
（令和元年度）

水洗便所改造資
金未償還元金の
10％に相当する
額

令和元年度

水洗便所改造資金融資利子
補給（浄化槽）
（令和元年度）

水洗便所改造資
金借入額の利子
に相当する額

5 22

収益的収入
水洗便所改造資金融資に伴
う損失補償（公共下水道）
（令和元年度）

水洗便所改造資
金未償還元金の
10％に相当する
額

令和元年度

水洗便所改造資金融資利子
補給（令和２年度）

水洗便所改造資
金借入額の利子
に相当する額

収益的収入 22

資本的収入
公共下水道事業ストックマネ
ジメント計画策定業務委託

100,000 100,000

収益的収入
水洗便所改造資金融資に伴
う損失補償（浄化槽）
（令和元年度）

水洗便所改造資
金未償還元金の
10％に相当する
額

令和元年度

収益的収入

100,000
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１．

（１）

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

（２）

イ

２．

（１）

（２）

69,226,641,365

流 動 資 産

1,373,676,641無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

令和２年度大崎市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）
（令和３年３月３１日）

（単位：円）

資 　  産   の　   部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地 1,631,381,794

建 物 1,361,424,791

減 価 償 却 累 計 額 △ 68,030,206 1,293,394,585

構 築 物 62,828,008,429

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,016,854,318 60,811,154,111

機 械 及 び 装 置 4,478,275,201

減 価 償 却 累 計 額 △ 365,513,733 4,112,761,468

工 具 器 具 及 び 備 品 5,734,730

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,461,964 4,272,766

有 形 固 定 資 産 合 計

588,999,039

67,852,964,724

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権 1,373,676,641

未 収 金 119,747,250

現 金 預 金

706,281,289

資 産 合 計 69,932,922,654

貸 倒 引 当 金 △ 2,465,000 117,282,250

流 動 資 産 合 計
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３．
（１）

イ

ロ

（２）

イ

４．

（１）

イ

ロ 18,155,558

（２）

（３）

イ

ロ

（４）

５．

（１）

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

（２）

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

６.

７.

（１）

イ

ロ
ハ

（２）
イ

資 本 剰 余 金 合 計 884,552,045

利 益 剰 余 金

県 補 助 金 7,870,041,131

県 補 助 金 △ 280,921,504

負　　債　　の　　部
固 定 負 債

企 業 債
建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

29,516,639,141

企 業 債 合 計 29,667,336,446

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金 244,968,000

そ の 他 の 企 業 債 150,697,305

引 当 金 合 計 244,968,000

固 定 負 債 合 計 29,912,304,446

流 動 負 債
企 業 債

建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

3,062,981,679

企 業 債 合 計 3,081,137,237

未 払 金 471,873,289

引 当 金

賞 与 引 当 金 8,107,000

法 定 福 利 費 引 当 金 1,250,000

引 当 金 合 計 9,357,000

そ の 他 流 動 負 債 610,000

流 動 負 債 合 計 3,562,977,526

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

負 担 金 及 び 分 担 金 1,720,153,084

国 庫 補 助 金 16,591,458,351

受 贈 財 産 評 価 額 800,104,410
他 会 計 補 助 金 4,526,939,264

長 期 前 受 金 合 計 36,093,099,103

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

負 担 金 及 び 分 担 金 △ 56,405,007

国 庫 補 助 金 △ 595,260,961

受 贈 財 産 評 価 額 △ 23,630,070
他 会 計 補 助 金 △ 174,477,870

長期前受金収益化累計額合計 △ 1,183,379,765

△ 52,684,353そ の 他 長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計 34,909,719,338

負 債 合 計 68,385,001,310

資　　本　　の　　部
資 本 金 811,739,823

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金 701,515,181
他 会 計 補 助 金 2,946,360
そ の 他 の 資 本 剰 余 金 180,090,504

利 益 剰 余 金 合 計 148,370,524

69,932,922,654

剰 余 金 合 計 736,181,521
資 本 合 計

そ の 他 長 期 前 受 金 4,584,402,863

そ の 他 の 企 業 債

負 債 資 本 合 計
1,547,921,344

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 148,370,524
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（注記）令和２年度

Ⅰ．重要な会計方針にかかる事項に関する注記 

当年度から地方公営企業会計基準を適用して，財務諸表を作成している。 

１ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産

イ 減価償却の方法 定額法による。 

ロ 主な耐用年数

建物 １５～５０年 

構築物  １０～６０年 

機械及び装置  １０～２０年 

工具器具及び備品 ５年 

（２）無形固定資産

イ 減価償却の方法 定額法による。 

ロ 主な耐用年数

施設利用権 ４０年 

２ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金

令和２年度末における職員に対する退職手当の要支給額に，宮城県

市町村職員退職手当組合における積立不足相当額を加算した金額を計

上している。 

（２）賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支

払に備えるため，令和２年度末における支給（支払）見込額に基づき，

令和２年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計

上している。 

（３）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため，債権の回収状況を鑑み，

回収不能見込額を計上している。 

３ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
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（単位：千円） 

Ⅱ．予定貸借対照表等に関する注記 

１ 企業債の償還に係る一般会計の負担 

予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算し

て１年以内に償還予定のものも含む。）のうち，一般会計が負担すると見込

まれる額は6,121,942,057円である。 

Ⅲ．セグメント情報に関する注記 

１ 報告セグメントの概要 

大崎市下水道事業会計は，公共下水道事業（特定環境保全公共下水道含 

む），農業集落排水事業及び浄化槽整備事業を運営しており，以下の３つの

報告セグメントとしている。 

なお，各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

２ 報告セグメントごとの収益等 

（令和２年４月1日から令和３年３月３１日まで）

項目 公共下水道事業 農業集落排水事業 浄化槽整備事業 合計 

営業収益 1,330,204 152,801 141,471 1,624,476 

営業費用 2,704,342 753,849 415,282 3,873,473 

営業損益 

営業外

△1,374,138 △601,048 △273,811 △2,248,997

営業外収益 1,780,353 803,513 272,909 2,856,775 

営業外費用 392,386 94,917 17,306 504,609 

経常損益 13,829 107,548 △18,208 103,169 

セグメント資産 52,477,245 14,890,034 2,565,643 69,932,923 

セグメント負債 51,003,238 14,767,319 2,614,444 68,385,001 

その他の項目 

一般会計繰入金 

（収益的収入） 1,287,013 478,698 237,099 2,002,810 

（資本的収入） 499,731 10,359 0 510,090 

減価償却費 1,899,446 535,256 95,602 2,530,304 

特別利益 6,563 7,993 1,589 16,145 

特別損失 181,184 52,463 34,038 267,685 

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 1,019,543 126,667 231,883 1,378,093 

事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 下水道事業認可区域において汚水・雨水を処理する業務 

農業集落排水事業 農業集落排水事業処理区域において汚水を処理する業務 

浄化槽整備事業 上記以外の処理区域で汚水を処理する業務 
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Ⅳ．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

１ リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっている。 

２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

１年内       2,186,004円 

１年超       4,662,780円 

計 6,848,784円 
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予 算 説 明 資 料 





令和２年度　大崎市下水道事業会計予算説明

１．収益的収入及び支出
（単位：千円）

金額 金額

1 下 水 道 事 業 収 益 4,628,027 1 下 水 道 事 業 費 用 4,804,107

1 営 業 収 益 1,755,108 1 営 業 費 用 3,991,719

1 下 水 道 使 用 料 1,436,967 1 管 渠 費 206,480

2 雨 水 処 理 負 担 金 314,511 2 ポ ン プ 場 費 77,866

3 受 託 工 事 収 益 3,000 3 処 理 場 費 537,272

4 そ の 他 営 業 収 益 630 4 流域下水道事業維持管理費負担金 133,087

2 営 業 外 収 益 2,856,774 5 浄 化 槽 費 330,008

1 他 会 計 補 助 金 1,672,164 6 受 託 工 事 費 5,000

2 補 助 金 1,171 7 業 務 費 98,416

3 長 期 前 受 金 戻 入 1,183,378 8 総 係 費 71,053

4 雑 収 益 61 9 減 価 償 却 費 2,530,315

3 特 別 利 益 16,145 10 資 産 減 耗 費 2,221

1 そ の 他 特 別 利 益 16,145 11 そ の 他 営 業 費 用 1

2 営 業 外 費 用 524,683

1 支払利息及び企業債取扱諸費 490,206

2 雑 支 出 1

3 消 費 税 及 び 地 方消 費税 34,476

3 特 別 損 失 267,705

1 過 年 度 損 益 修 正 損 240

2 そ の 他 特 別 損 失 267,465

4 予 備 費 20,000

1 予 備 費 20,000

２．資本的収入及び支出
（単位：千円）

金　額 金　額

1 下 水 道 事 業 資 本的 収入 3,181,067 1 下 水 道 事 業 資 本的 支出 4,505,000

1 企 業 債 2,093,600 1 建 設 改 良 費 1,500,454

1 建設改良等の財源に充てるための企業債 2,093,600 1 管 渠 建 設 改 良 費 976,435

2 他 会 計 出 資 金 300,000 2 ポ ン プ 場 建 設 改 良 費 200,000

1 他 会 計 出 資 金 300,000 3 処 理 場 建 設 改 良 費 52,200

3 他 会 計 補 助 金 210,090 4 浄 化 槽 建 設 改 良 費 254,157

1 他 会 計 補 助 金 210,090 5 流 域 下 水 道 建 設負 担金 10,925

4 国 県 補 助 金 514,468 6 固 定 資 産 購 入 費 6,737

1 国 庫 補 助 金 464,468 2 企 業 債 償 還 金 2,994,546

2 県 補 助 金 50,000 1 建設改良等の財源に充てるための企業債 2,976,426

5 負 担 金 及 び 分 担 金 62,909 2 そ の 他 企 業 債 18,120

1 受益者負担金及び分担金 55,209 3 予 備 費 10,000

2 工 事 負 担 金 7,700 1 予 備 費 10,000

款　　項　　目 款　　項　　目

収 入 支 出

款　　項　　目 款　　項　　目

収 入 支 出
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収 益 的 収 入 及 び 支 出
１．収　　　　　入

本 年 度

予 算 額 金　　額

１ 下 水 道 事 業 収 益 4,628,027

１ 営 業 収 益 1,755,108

１ 下 水 道 使 用 料 1,436,967

１ 下 水 道 使 用 料 1,436,967 下水道使用料 1,114,407

農業集落排水使用料 166,964

浄化槽使用料 155,596

２ 雨 水 処 理 負 担 金 314,511

１ 雨 水 処 理 負 担 金 314,511 雨水処理に係る一般会計負担金

３ 受 託 工 事 収 益 3,000

１ 受 託 工 事 収 益 3,000 下水道管渠移設補償収入

４ そ の 他 営 業 収 益 630

１ 手 数 料 630 督促手数料

２ 営 業 外 収 益 2,856,774

１ 他 会 計 補 助 金 1,672,164

１ 一 般 会 計 補 助 金 1,672,164 一般会計補助金

２ 補 助 金 1,171

１ 県 補 助 金 1,171 農業集落排水整備推進交付金

３ 長 期 前 受 金 戻 入 1,183,378

１ 長 期 前 受 金 戻 入 1,183,378

４ 雑 収 益 61

１ 下 水 道 用 地 占 用 料 61 下水道占用料

３ 特 別 利 益 16,145

１ そ の 他 特 別 利 益 16,145

１ そ の 他 特 別 利 益 16,145 公営企業会計適用債の元利償還金に係る
一般会計補助金

繰延収益の減価償却見合い額の収益化

(単位：千円）

款　　項　　目
節

区　　　　分
説　　　　　　　　　　明
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本 年 度 節

予 算 額 区　　　　分 金　　額

１ 下 水 道 事 業 費 用 4,804,107

１ 営 業 費 用 3,991,719

１ 管 渠 費 206,480

１ 給 料 8,439

２ 手 当 3,747 扶養手当 198

住居手当 324

通勤手当 284

時間外勤務手当 375

期末手当 1,339

勤勉手当 981

寒冷地手当 126

児童手当 120

３ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,219

６ 法 定 福 利 費 2,739 共済組合負担金等

７ 法定福利費引当金繰入額 189

１３ 備 消 耗 品 費 1,490 管渠管理用消耗品等

１４ 燃 料 費 152 公用車ガソリン代

１５ 光 熱 水 費 39 水道料金

１７ 通 信 運 搬 費 3,305

１９ 委 託 料 87,082

２０ 手 数 料 350 不動産鑑定手数料

２１ 使 用 料 及 び 賃 借 料 747 公用車リース料，土地使用料等

２２ 修 繕 費 75,687

２６ 動 力 費 20,004

２８ 材 料 費 1,003 補修用材料費

３５ 保 険 料 288

２ ポ ン プ 場 費 77,866

１ 給 料 4,472

２ 手 当 2,134 扶養手当 360

通勤手当 77

時間外勤務手当 334

期末手当 762

勤勉手当 512

寒冷地手当 89

３ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 680

６ 法 定 福 利 費 1,628 共済組合負担金等

７ 法定福利費引当金繰入額 105

１３ 備 消 耗 品 費 1,452 ポンプ場用消耗品等

１５ 光 熱 水 費 267 水道料金等

１７ 通 信 運 搬 費 671 電話料金等

１９ 委 託 料 30,365

２０ 手 数 料 247 清掃点検手数料

２２ 修 繕 費 28,631 排水ポンプ場修繕等

２６ 動 力 費 7,078

３５ 保 険 料 136

電話料金等

電力，動力用燃料料金等

２．支　　　　　出 (単位：千円）

款　　項　　目 説　　　　　　　　　　明

職員給料

翌年度支給期末・勤勉手当のうち当年度
勤務期間分

賞与引当金計上に係る共済組合負担金
支出見込額

職員給料

下水道賠償責任保険等

翌年度支給期末・勤勉手当のうち当年度
勤務期間分

賞与引当金計上に係る共済組合負担金
支出見込額

マンホール段差修繕等

電力，動力用燃料料金等

ポンプ場維持管理業務委託等ポンプ場維持管理業務委託等

建物共済分担金等

マンホールポンプ場維持管理業務，雨水
幹線維持管理業務等
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本 年 度 節

予 算 額 区　　　　分 金　　額

３ 処 理 場 費 537,272

１ 給 料 8,579

２ 手 当 4,268 扶養手当 600

通勤手当 172

時間外勤務手当 430

期末手当 1,665

勤勉手当 963

寒冷地手当 178

児童手当 260

３ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,271

５ 報 酬 1,898

６ 法 定 福 利 費 3,054 共済組合負担金等 2,724

社会保険料 330

７ 法定福利費引当金繰入額 197

８ 旅 費 21 協議用旅費

１３ 備 消 耗 品 費 5,036 浄化センター用消耗品等

１４ 燃 料 費 253 公用車ガソリン代等

１５ 光 熱 水 費 2,909 水道料金等

１６ 印 刷 製 本 費 45 印刷代

１７ 通 信 運 搬 費 1,464 電話料金等

１９ 委 託 料 356,570

２０ 手 数 料 478 清掃点検手数料等

２１ 使 用 料 及 び 賃 借 料 460

２２ 修 繕 費 44,659 浄化センター修繕等

２６ 動 力 費 86,423

２７ 薬 品 費 19,101

２８ 材 料 費 100

３０ 負 担 金 194 環境保全協力金等

３５ 保 険 料 292

４ 133,087

３０ 負 担 金 133,087

５ 浄 化 槽 費 330,008

１ 給 料 2,718

２ 手 当 960 通勤手当 135

時間外勤務手当 116

期末手当 390

勤勉手当 282

寒冷地手当 37

３ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 359

６ 法 定 福 利 費 887 共済組合負担金等

７ 法定福利費引当金繰入額 53

１３ 備 消 耗 品 費 100 事務用品等

１７ 通 信 運 搬 費 48

１９ 委 託 料 293,533

２０ 手 数 料 24,414

２２ 修 繕 費 6,800

３０ 負 担 金 136

浄化センター用薬品

鳴瀬川流域下水道維持管理負担金

浄化センター維持管理業務委託等

翌年度支給期末・勤勉手当のうち当年度
勤務期間分

賞与引当金計上に係る共済組合負担金
支出見込額

郵送料

翌年度支給期末・勤勉手当のうち当年度
勤務期間分

賞与引当金計上に係る共済組合負担金
支出見込額

浄化槽修繕

職員給料

流 域 下 水 道 事 業
維持管理費負 担金

款　　項　　目 説　　　　　　　　　　明

(単位：千円）

小修理用材料費

合併処理浄化槽普及促進協議会

公用車リース料等

浄化槽維持管理業務委託

下水道賠償責任保険等

電力，動力用燃料料金等

会計年度任用職員報酬

法定検査手数料

職員給料
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本 年 度 節

予 算 額 区　　　　分 金　　額

６ 受 託 工 事 費 5,000

３１ 工 事 請 負 費 5,000

７ 業 務 費 98,416

１ 給 料 13,622

２ 手 当 4,817 通勤手当 479

時間外勤務手当 381

期末手当 2,316

勤勉手当 1,493

寒冷地手当 148

３ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,902

５ 報 酬 1,799

６ 法 定 福 利 費 4,149 共済組合負担金等 3,820

社会保険料 329

７ 法定福利費引当金繰入額 292

１３ 備 消 耗 品 費 418 量水器等

１４ 燃 料 費 76 公用車ガソリン代

１６ 印 刷 製 本 費 19 印刷代

１７ 通 信 運 搬 費 430 郵送料

１９ 委 託 料 4,229 機器保守業務，排水設備竣工検査業務等

２０ 手 数 料 30 口座振替手数料等

２１ 使 用 料 及 び 賃 借 料 1,106 公用車リース料，機器リース料

３０ 負 担 金 62,485

３１ 工 事 請 負 費 3,028 量水器設置工事等

３５ 保 険 料 14 公用車保険料

８ 総 係 費 71,053

１ 給 料 13,880

２ 手 当 6,641 扶養手当 696

住居手当 606

通勤手当 271

時間外勤務手当 899

期末手当 2,732

勤勉手当 1,240

寒冷地手当 177

児童手当 20

３ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 2,676

５ 報 酬 150 上下水道事業運営審議会委員報酬

６ 法 定 福 利 費 5,029 共済組合負担金等

７ 法定福利費引当金繰入額 414

８ 旅 費 351 職員研修旅費等

９ 退 職 手 当 組 合 負 担 金 11,882 宮城県退職手当組合負担金

１０ 退 職 給 付 費 11,859 退職給付費

１２ 被 服 費 893 作業服等

１３ 備 消 耗 品 費 767

１６ 印 刷 製 本 費 305 印刷代

１７ 通 信 運 搬 費 9 郵送料

１９ 委 託 料 459 企業会計システム保守

職員給料

(単位：千円）

賞与引当金計上に係る共済組合負担金
支出見込額

電線共同溝に伴う管渠移設工事

事務用品等

款　　項　　目 説　　　　　　　　　　明

賞与引当金計上に係る共済組合負担金
支出見込額

翌年度支給期末・勤勉手当のうち当年度
勤務期間分

職員給料

翌年度支給期末・勤勉手当のうち当年度
勤務期間分

使用料賦課徴収事務負担金，融資斡旋に
伴う利子補給金等

会計年度任用職員報酬
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本 年 度 節

予 算 額 区　　　　分 金　　額

２０ 手 数 料 76

２１ 使 用 料 及 び 賃 借 料 6

３０ 負 担 金 12,653

３２ 研 修 費 73 職員研修費

３４ 厚 生 費 465 職員健康診断料

３８ 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2,465

９ 減 価 償 却 費 2,530,315

１ 有 形 固 定 資 産 2,451,869 建物 68,032

減 価 償 却 費 構築物 2,016,858

機械及び装置 365,516

工具器具及び備品 1,463

２ 無 形 固 定 資 産 78,446 施設利用権

減 価 償 却 費

１０ 資 産 減 耗 費 2,221

１ 固 定 資 産 除 却 費 2,221 市町村設置型浄化槽撤去費等

１１ そ の 他 営 業 費 用 1

２ 雑 支 出 1

２ 営 業 外 費 用 524,683

１ 490,206

１ 企 業 債 利 息 486,206

３ 一 時 借 入 金 利 息 4,000 一時借入金利息

２ 雑 支 出 1

２ そ の 他 雑 支 出 1

３ 34,476

１ 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 34,476 消費税及び地方消費税

３ 特 別 損 失 267,705

１ 過年度損益修 正損 240

１ 過 年 度 損 益 修 正 損 240

２ そ の 他 特 別 損 失 267,465

３ 10,104 期末手当 5,052

勤勉手当 3,665

共済組合負担金等 1,387

４ 233,109

５ そ の 他 法 適 用 前 費 用 24,252

４ 予 備 費 20,000

１ 予 備 費 20,000

１ 予 備 費 20,000

令和元年度分消費税及び地方消費税等

退 職 給 付 引 当 金

手 当 ， 法 定 福 利 費

出納取扱金融機関手数料等

駐車場使用料

(単位：千円）

款　　項　　目 説　　　　　　　　　　明

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

日本下水道協会負担金，美里町農業集落
排水施設維持管理負担金，庁舎管理経費
負担金等

下水道使用料未収金の評価による繰入

退職給付引当金（地方公営企業法適用以
前分）

企業債長期借入金利息

下水道使用料，受益者負担金還付金
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

本 年 度

予 算 額 金　　額

１ 下 水 道 事 業
資 本 的 収 入

3,181,067

１ 企 業 債 2,093,600

１ 2,093,600

１ 下 水 道 事 業 債 814,600 下水道整備事業 567,400

農業集落排水整備事業

57,800

浄化槽整備事業 189,400

２ 流 域 下 水 道 事 業 債 10,900 流域下水道整備事業

３ 資 本 費 平 準 化 債 1,040,200 下水道事業 464,000

下水道事業借換債

300,000

農業集落排水事業

231,000

農業集落排水事業借換債

45,200

４ 特 別 措 置 分 227,900 下水道事業 133,200

下水道事業借換債

94,700

２ 他 会 計 出 資 金 300,000

１ 他 会 計 出 資 金 300,000

１ 他 会 計 出 資 金 300,000 一般会計出資金

３ 他 会 計 補 助 金 210,090

１ 他 会 計 補 助 金 210,090

１ 他 会 計 補 助 金 210,090 一般会計補助金

４ 国 県 補 助 金 514,468

１ 国 庫 補 助 金 464,468

１ 国 庫 補 助 金 464,468 下水道整備事業 412,000

浄化槽整備事業 52,468

２ 県 補 助 金 50,000

１ 県 補 助 金 50,000 農業集落排水整備事業

５ 負担金及び分 担金 62,909

１ 55,209

１ 受益者負担金及び分担金 55,209 下水道整備事業 20,274

農業集落排水整備事業

325

浄化槽整備事業 34,610

２ 工 事 負 担 金 7,700

１ 工 事 負 担 金 7,700

説　　　　　　　　　　明

受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

下水道管渠移設工事負担金

建設改良等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

１．収　　　　　入 (単位：千円）

款　　項　　目
節

区　　　　分
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本 年 度

予 算 額 金　　額

１ 下 水 道 事 業
資 本 的 支 出

4,505,000

１ 建 設 改 良 費 1,500,454

１ 管 渠 建 設 改 良 費 976,435

１ 給 料 28,965 職員給料

２ 手 当 18,802 扶養手当 1,410

住居手当 936

通勤手当 698

時間外勤務手当 869

管理職手当 651

期末手当 7,875

勤勉手当 4,910

寒冷地手当 533

児童手当 920

６ 法 定 福 利 費 10,968 共済組合負担金等

８ 旅 費 20 協議用旅費

１３ 備 消 耗 品 費 1,948 事務用品等

１４ 燃 料 費 404 公用車ガソリン代

１６ 印 刷 製 本 費 2,392 印刷代

１７ 通 信 運 搬 費 60

１９ 委 託 料 88,900

２１ 使 用 料 及 び 賃 借 料 4,996 公用車リース料，機器リース料等

２２ 修 繕 費 120 公用車修繕等

２５ 路 面 復 旧 費 16,500 管渠築造に伴う付帯工事

２９ 補 償 費 69,600 物件移転補償費等

３１ 工 事 請 負 費 732,683

３５ 保 険 料 77 公用車保険料

２ ポンプ場建設改良費 200,000

１９ 委 託 料 200,000

３ 処理場建設改良費 52,200

１９ 委 託 料 50,000

３１ 工 事 請 負 費 2,200 浄化センター施設工事

４ 浄化槽建設改良費 254,157

１ 給 料 4,708 職員給料

２ 手 当 2,897 扶養手当 78

住居手当 204

通勤手当 148

時間外勤務手当 419

期末手当 1,139

勤勉手当 820

寒冷地手当 89

６ 法 定 福 利 費 1,619 共済組合負担金等

８ 旅 費 10 職員研修旅費等

１３ 備 消 耗 品 費 250 事務用品等

１４ 燃 料 費 82 公用車ガソリン代

１６ 印 刷 製 本 費 60 印刷代

１７ 通 信 運 搬 費 83

２１ 使 用 料 及 び 賃 借 料 229 公用車リース料等

３１ 工 事 請 負 費 244,202 浄化槽設置工事等

３５ 保 険 料 17 公用車保険料

郵送料

ストックマネジメント計画策定業務

実施設計業務等

管渠築造工事，ます設置工事，私道下水
道整備工事，機能強化工事等

郵送料

雨水排水ポンプ場建設委託

２．支　　　　　出

款　　項　　目

(単位：千円）

説　　　　　　　　　　明
節

区　　　　分
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本 年 度

予 算 額 金　　額

５ 10,925

１ 流 域 下 水 道 建 設 負 担 金 10,925 鳴瀬川流域下水道建設負担金

６ 固 定 資 産 購 入 費 6,737

１ 土 地 購 入 費 6,410

５ 327 浄化センター用備品購入費

２ 企 業 債 償 還 金 2,994,546

１ 2,976,426

１ 2,976,426 建設改良等に係る企業債償還金

２ そ の 他 企 業 債 18,120

１ そ の 他 企 業 債 償 還 金 18,120

３ 予 備 費 10,000

１ 予 備 費 10,000

１ 予 備 費 10,000

公営企業会計の適用に係る企業債償還金等

雨水幹線管理道路用地購入費

工 具 器 具 及 び
備 品 購 入 費

建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債 償 還 金

(単位：千円）

款　　項　　目

流 域 下 水 道
建 設 負 担 金

節
説　　　　　　　　　　明

区　　　　分
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